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【その他の要望項目】

（１）特定再開発建築物等に係る課税の特例措置の延長（所得税・法人税）

（２）市街地再開発事業の施行において、明渡しに伴う損失補償金を取得する場合

の5,000万円特別控除又は代替資産取得の特例の拡充（所得税・法人税・住民

税）

（３）認定事業用地適正化計画に基づき土地を取得した場合の移転登記に係る特例

措置の延長（登録免許税）

（４）路外駐車場に係る課税の特例措置の延長（不動産取得税・固定資産税）

（５）防災街区整備権利移転促進計画に基づき土地を取得した場合の特例措置の延

長（登録免許税・不動産取得税・特別土地保有税）

（６）防災街区整備推進機構が土地を先行取得する場合及び当該土地の保有に係る

特別土地保有税の特例措置の延長（特別土地保有税）

（７）沿道再開発等促進区の創設に伴う特例措置の拡充（所得税・法人税・地価税

・住民税・固定資産税・都市計画税・特別土地保有税）

（８）地区計画制限緑地等に関する特例措置の創設（相続税）

（９）農住組合が行う交換分合による土地の取得に係る不動産取得税の課税の特例

措置の延長（不動産取得税）

（10）河川立体区域制度の活用による河川整備推進に係る特例措置の適用期限の延

長（不動産取得税）

（11）電線類の地中化設備に係る特例措置の延長（所得税・法人税・固定資産税）

（12）自然再生事業を行うＮＰＯ法人に対する認定ＮＰＯ法人の要件緩和（所得税

・法人税・相続税）

（13）公害防止施設等の特別償却の延長（所得税・法人税）

（14）振興山村区域内における保全事業等に係る特例措置の延長（法人税・特別土

地保有税）

（15）試験研究費総額の一定割合の税額控除制度の創設（所得税・法人税）

（16）試験研究費総額の一定割合の税額控除制度（集積活性化法）の創設（所得税

・法人税）

（17）試験研究費総額の一定割合の税額控除制度（中小企業経営革新支援法）の創

設（所得税・法人税）

（18）産学連携特別試験研究税額控除制度の創設（所得税・法人税）
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（19）試験研究用に供する資産を取得した場合の特別償却制度の創設（所得税・法

人税）

（20）技術等海外取引に係る特例措置の延長（所得税・法人税）

（21）中小企業経営革新支援法に基づく経営革新計画及び経営基盤強化計画を実施

する組合等が賦課金により取得した試験研究用固定資産の圧縮記帳制度の延長

（法人税）

（22）中小企業経営革新支援法に基づく経営革新計画を実施する中小企業者の機械

等の特別償却又は税額控除の延長（所得税・法人税）

（23）中小企業経営革新支援法に基づく経営基盤強化計画を実施する特定組合等の

構成員の機械等の割増償却の延長（所得税・法人税）

（24）中小企業経営革新支援法に基づく経営革新計画及び経営基盤強化計画を実施

する組合等に対する支出金の特別償却制度の延長（所得税・法人税）

（25）中小企業等の貸倒引当金の特例措置の延長（法人税）

（26）中小企業者の機械等の特別償却制度の延長（所得税・法人税）

（27）中小企業流通業務効率化促進法に基づく商業施設等に係る特別償却制度の延

長及び拡充（法人税）

（28）中小企業が集団化のために取得する土地等の所有権の移転登記に係る特例措

置の延長（登録免許税）

（29）事業協同組合等の留保所得の特別控除制度の延長（法人税）

（30）新事業創出促進法第９条の規定により読み替えて産業活力再生特別措置法に

係る共同で現物出資をした場合の特例措置の延長（法人税）

（31）新事業創出促進法第９条の規定により読み替えて産業活力再生特別措置法に

係る不動産取得税の軽減措置の延長（不動産取得税）

（32）新事業創出促進法に基づく高度技術産業集積地域に係る特例措置の延長（法

人税・特別土地保有税）

（33）航空機騒音防止法に従って空港周辺の土地に設置される騒音斉合施設に係る

課税標準の特例措置の延長（事業所税）

（34）中心市街地活性化法に規定する貨物運送効率化事業の施設に係る特例措置の

延長（特別土地保有税、事業所税）

（35）特定物質の規制等におけるオゾン層の保護に関する法律による特定物質の代

替物質を使用するために開発、改良された機械その他の設備に係る課税標準の

特例の延長（固定資産税）
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（36）自賠責保険（共済）の運用益等に係る責任準備金の非課税措置の創設（法人

税、法人住民税）

（37）鉱工業技術研究組合等に対する支出金の特別償却制度の延長（所得税、法人

税）

（38）鉱工業技術研究組合等に対する支出金の特別償却制度（集積活性化法）の

延長（所得税、法人税）

（39）鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例の延長（法人税）

（40）鉱工業技術研究組合等の所得計算の特例（集積活性化法）の延長（法人税）

（41 「特定産業集積活性化に関する臨時措置法」の対象地域における新増設に係）

る課税標準の特例措置の延長（事業所税）


